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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 15,413 6,250 2,057 558 374

経常損益 (百万円) △4,182 △3,515 49 △99 △42

当期純損益 (百万円) △5,303 △4,399 55 △342 △44

包括利益 (百万円) ― ― ― △342 △44

純資産額 (百万円) 8,177 3,780 3,836 3,494 3,362

総資産額 (百万円) 15,449 5,759 5,044 4,390 4,040

１株当たり純資産額 (円) △4.61 △15.07 △16.02 △178.04△160.17

１株当たり当期純損益 (円) △12.06 △10.46 △0.96 △17.79 △11.36

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.9 65.6 76.0 79.6 83.2

自己資本利益率 (％) △103.3 △73.6 1.5 △9.3 △1.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,378 2,701 1,164 113 23

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △600 808 77 △46 △4

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △20,641 △4,449 △461 △367 △187

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 1,117 301 1,082 781 612

従業員数 (人) 13 12 10 11 10

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成23年３月25

日）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）

を適用しております。平成23年５月18日付で10株につき１株の株式併合を行ないましたが、第65期の期首に当

該株式併合が行なわれたと仮定し、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額を算定しておりま

す。

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

４  株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 15,451 6,250 2,057 558 374

経常損益 (百万円) △3,965 △3,512 49 △97 △41

当期純損益 (百万円) △5,846 △4,396 56 △340 △43

資本金 (百万円) 30,112 5,000 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数 (株) 671,433,970671,433,970671,433,970671,433,97066,969,397

純資産額 (百万円) 8,177 3,780 3,836 3,496 3,366

総資産額 (百万円) 15,442 5,869 5,044 4,430 4,044

１株当たり純資産額 (円) △4.61 △15.07 △16.02 △177.99△160.09

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

 
―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

―

(―)

１株当たり当期純損益 (円) △13.22 △10.46 △0.96 △17.75 △11.33

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 53.0 64.4 76.1 78.9 83.2

自己資本利益率 (％) △108.1 △73.5 1.5 △9.3 △1.3

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 (人) 13 12 10 11 10

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

     ２　当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成22年６月30日）、

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成23年３月25

日）および１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年６月30日）を

適用しております。平成24年５月18日付で10株につき１株の株式併合を行ないましたが、第65期の期首に当該

株式併合が行なわれたと仮定し、１株当たり純資産額および１株当たり当期純利益金額を算定しております。

３  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損失で

あるため記載しておりません。

４  株価収益率については、１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。
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２ 【沿革】

吉田松次郎は、昭和21年５月二一土建を創立し住宅などの注文建築工事を営むとともに、翌昭和22年２月

26日資本金18万円で水道工事を目的とする吉田建設興業株式会社を創設いたしました。

昭和38年12月、吉田建設興業株式会社を合併法人として昭和36年４月に同氏が設立した株式会社吉田工

務店を株式額面変更目的で吸収合併すると同時に商号を吉田工務店に変更し、総合建設業者として首都圏

を中心に建築工事を施行してまいりました。また、昭和40年12月以降は、不動産事業に進出し展開をしてま

いりました。

設立後の企業集団に係る主な変遷は次のとおりであります。

昭和22年２月26日吉田建設興業株式会社を設立

昭和38年12月21日株式会社吉田工務店を吸収合併するとともに、商号を株式会社吉田工務店に変

更

昭和40年12月22日宅地建物取引業法により宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第36号を受

けた。(以後３年ごとに更新)

昭和42年７月31日建設業法により建設大臣登録(ル)8258号を受けた。

昭和46年１月30日東京都北区王子二丁目20番７号に本社社屋を竣工

昭和47年10月20日東京店頭売買銘柄登録(コード番号8836)

昭和48年11月６日建設業法の改正により特定建設業者として建設大臣許可(特－48)第3824号を

受けた。(以後３年ごとに更新)

平成３年10月１日商号を株式会社ヒューネットに変更

平成７年４月１日 神戸支店・大阪支店開設

平成10年４月１日液晶事業本部を開設

平成12年４月１日不動産事業本部を開設

平成13年３月13日株式会社ドコーへ出資

平成13年４月１日緑化事業部を開設

平成15年２月24日緑化事業部を環境事業本部に変更

平成15年７月１日建築事業を不動産事業に統合

平成16年12月13日日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成17年８月１日液晶事業分社化に伴い当社の100％子会社として株式会社ヒューネット・ディ

スプレイテクノロジー発足

平成18年４月１日業務本部を新設、環境事業本部を環境事業部に変更

平成18年４月27日当社の100％子会社として株式会社ヒューネット不動産投資顧問(現株式会社

プレスト（現連結子会社）)設立

平成19年１月31日コブコ株式会社(不動産業)の全株式を取得

平成19年２月15日株式会社ドコーの全株式を譲渡

平成19年３月30日株式会社ヒューネット・ディスプレイテクノロジーの全株式を譲渡 

平成19年３月31日環境事業及び液晶事業より撤退、大阪支店を廃止

平成19年８月１日神戸支店を神戸営業所に変更、コブコ株式会社を吸収合併
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平成20年６月25日本店を東京都北区から東京都港区に移転

平成21年１月１日商号を株式会社ＲＩＳＥに変更

平成21年５月31日神戸営業所閉鎖

平成21年11月２日本店を東京都港区から東京都千代田区に移転

平成21年11月27日宅地建物取引業法に基づき国土交通大臣免許を返上し、東京都知事免許(1)第

90726号を受けた。

平成22年４月１日大阪証券取引所とジャスダック証券取引所との合併に伴い、大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）(現大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場(スタンダー

ド）))に上場

平成23年２月14日特定建築業者としての登録を中止し、建設業を廃止した。

平成23年５月18日平成23年５月２日の臨時株主総会の決議により普通株式および優先株式それ

ぞれ10株につき１株の割合をもって併合した。　

平成24年３月26日本店を東京都千代田区神田神保町に移転　
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、当社(株式会社ＲＩＳＥ)、連結子会社１社(株式会社プレス

ト)により構成されております。

当社グループの事業内容は、不動産事業であり、収益不動産売買、宅地の分譲、不動産賃貸等を行なってお

ります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

株式会社プレスト
東京都
千代田区

120不動産投資顧問業 100役員の兼任あり。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(人)

不動産部門 5

管理部門 5

合計 10

(注) １  従業員は、就業人員を示しております。

２  当社グループは単一セングメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

10 50.0 4.1 6,215

　

事業部門の名称 従業員数(人)

不動産部門 5

管理部門 5

合計 10

(注) １  平均年間給与は基準外賃金および賞与を含んでおります。

２  従業員は、就業人員を示しております。

　

(3) 労働組合の状況

当社グループには平成24年３月31日現在、労働組合は結成されておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、徐々に東日本大震災からの立ち直りが見えてきましたが、円高

の長期化や欧州の債務危機、タイの洪水被害等の影響により、引続き景気の先行きが不透明な状態が続

いてまいりました。

このような状況の下、当社グループは、引続き固定費の削減に努め、賃料収入と福島県郡山市での宅

地分譲事業を収益の柱として事業を推進し、恒常的な黒字体質への転換を図ってきました。また、新た

な事業モデルの構築と他社とのアライアンスを進め、福島県郡山市においてアルゴ幼稚舎保育園の開

園を迎えることができ、今後の事業拡大を模索しております。

売上高につきましては、賃料収入については当初予想通りに推移しておりますが、宅地分譲事業に関

しましては、東日本大震災発生後、福島第１原子力発電所事故の影響が不透明なことから顧客の住宅買

い控えが続いており当初予想を下回る結果となっております。

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高374百万円（前年同期は558百万円）、営業損失95百万

円（前年同期は104百万円の営業損失）となり、営業外収益で長期滞留債権の回収が進み貸倒引当金戻

入額が発生したことから、経常損失42百万円（前年同期は99百万円の経常損失）、当期純損失44百万円

（前年同期は342百万円の当期純損失）となりました。

　

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、612百万円

となり、前連結会計年度末に比べ168百万円の減少（前年同期は301百万円の減少）となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は23百万円（前年同期は113百万円の収入）

となりました。これは、当連結会計年度において税金等調整前当期純損失43百万円を計上し、さらに、未

収還付消費税等の増加75百万円、補償損失引当金の目的使用による支出42百万円等の資金支出はあり

ましたが、減価償却費67百万円等の非資金支出や、保有販売用不動産の販売によるたな卸資産の減少82

百万円等の資金収入があったこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において投資活動の結果支出した資金は４百万円（前年同期は46百万円の支出）と

なりました。これは、貸付金の回収による収入が７百万円ありましたが、本店事務所移転に伴う間仕切

り工事等の支出３百万円や本店事務所敷金の支出８百万円等があったことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動の結果支出した資金は187百万円（前年同期は367百万円の支出）

となりました。これは、取得請求権付株式の買取り87百万円、社債の償還90百万円及び長期借入金の約

定弁済10百万円があったこと等によるものです。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

該当事項はありません。

　

(2) 受注実績

該当事項はありません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売状況をセグメントごとに示すと次のとおりであります。

　

セグメントの名称
 

販売高（百万円）
 

前年同期比(％)

不動産事業 374 67.1

合計 374 67.1

(注) １  前連結会計年度及び当連結会計年度における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対

する割合は次のとおりであります。
　

相手先

 
前連結会計年度

 

 
当連結会計年度

 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱テンガイ 132 23.7 133 35.7

グッドコミュニケーション㈱ 104 18.8 104 28.0

２  上記の金額は、消費税等を除いて表示しております。
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３ 【対処すべき課題】

今後の不動産市場を取巻く環境は、欧州の金融不安による世界経済の減速等に影響され、先行きは不透明

な状況で推移するものと予想されます。また、同様に国内景気や個人消費の動向についても予断を許さない

状況が続くものと予想されます。

このような環境の下、当社グループは、これまでに経済情勢や事業環境の変動に機敏に対処してきている

状況を踏まえ、恒常的な経費の削減を進めながら保有不動産物件の販売や不動産賃貸収入により、利益と

キャッシュ・フローを重視し計画を着実に遂行してまいる所存であります。

　

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経済情勢の動向について

将来において、我が国の経済情勢が悪化した場合には、不動産市場の下落、不動産取得意欲の減退等が

考えられ、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 法的規制について

当社グループの不動産事業は、国土利用計画法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、住宅品質

確保促進法などにより規制を受けております。これらの規制の改廃や新たな法的規制が行われた場合、当

社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 瑕疵担保責任について

新築住宅につきましては、瑕疵担保責任を10年間負うことが法令上定められております。又、中古物件

の販売につきましては、原則として瑕疵担保責任は２年間と定められております。当社グループが供給す

る物件に何らかの瑕疵が発生した場合には、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。

　

(4) 優先株式に対する配当について

当連結会計年度末における優先株主に対する累積未払優先配当金の額は984百万円になっており、当社

グループの財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　平成23年４月28日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に適時開示をいたしましたとお

り、当社は同日開催の取締役会において、当社の優先株主であるウッドヘヴンドライブツーエルエルシー

（正式英文名称は、Woodhaven Drive Ⅱ,LLC）と優先株主が有する当社のＡ種優先株式に係る優先配当

金請求権の放棄について、下記のとおり合意書を締結することを決議し、同日付で合意書を締結いたしま

した。上記の累積未払優先配当金の額は、当該合意書の内容を加味したものであります。

EDINET提出書類

株式会社ＲＩＳＥ(E00165)

有価証券報告書

10/87



　

（合意書の内容）

①１．優先株主は，発行会社に対し，優先株主が発行会社の剰余金処分の決定に基づき将来取得すべき優

先配当金請求権のうち，1,375百万円（平成22年３月31日に終了した事業年度までに累積した累積

未払優先配当金に相当する金額。以下「放棄総額」という。）を放棄する。

２．前項の放棄は，将来の任意のときに発行会社が優先配当金の支払いを決定し優先株主が具体的な優

先配当金請求権を取得するのと同時に効力を生じるものとする。

②上記①に定める放棄総額は，下記③に定める第三者に対する譲渡の場合を除き，本合意書締結後に優先

株主の有するＡ種優先株式数が増減した場合でも変動しないものとする。

③優先株主は，本合意書締結後にその有するＡ種優先株式を発行会社以外の第三者に譲渡する場合，当該

譲渡時点までに効力が生じた放棄金額の合計が放棄総額に満たないときは，放棄総額から当該譲渡時点

における既放棄額を控除した残額について，譲受人をして本合意書を承継させるものとする。

④上記①及び②が予定する行為に関して発生する一切の費用は、発行会社が負担するものとし、優先株主に

一切迷惑をかけないものとする。

⑤本合意に定めのない事項については優先株主・発行会社間の平成19年８月３日付優先株式引受契約書に

従う。
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５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 業務資本提携契約

　

相手方の名称 契約内容 契約期間

D.B.Zwirn Special Opportunities 

Fund,L.P.

D.B.Zwirn Special Opportunities 

Fund,Ltd.

D.B.Zwirn Asia Pacific Special 

Opportunities Fund,L.P.

D.B.Zwirn&Co.,L.P.(上記３者の代理人)

(米国)(上記グループをDBZ Fundと総称す

る。)

(業務提携)

①  購入不動産の情報共有

②  不動産事業に対する両社の経営資源

及びノウハウの共有

③  投資委員会の設立(当社より３名、

DBZ Fundより２名を構成員とする)

④  ファイナンスの強化(融資の便宜等)

⑤  DBZ Fundが指定する取締役２名の受

入れ

(資本提携)

⑥  新株予約権400個の譲渡(１個につき

10千円、総額4,000千円にて譲渡済)

平成19年３月23日より１年

間(以後１年ごとの自動更

新条項あり)

　

(2) アルゴ幼稚舎保育園の開設等に係る業務提携契約

　

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間

株式会社
ＲＩＳＥ
(当社)

ワイズ プリ ス
クール アンド キ
ンダーガーテン

日本

・保育所建物施
設の賃貸及び
経営サポート

・子育て支援事
業

平成22年
12月22日

１．当社が建築する
保育所建物施設
を賃貸し保育所
経営のサポート
を実施

２．その他の子育て
支援に関する事
業においても情
報交換や経営サ
ポートを行い、双
方の事業発展の
ための協力関係
を構築

平成22年
12月22日以降
(期限の定めはな
い)(注)１

(注) １  ただし、平成26年３月31日以降、60日前に文書で予告して本契約の全部又は一部を解約することができるとい

う取決めがあります。

２  平成23年３月31日付で竣工引渡しを受けた保育所施設について、上記相手方との間で賃貸借契約を締結いた

しました。同施設は、平成23年４月１日より「アルゴ幼稚舎保育園」として開業しております。同施設の詳細

は、「第３設備の状況」をご覧ください。

 3　ワイズプリスクールアンドキンダーガーテンは平成24年6月1日付で法人化により、「株式会社まな

そび」となっております。

　
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたり採用している重要な会計方針は、「第５  経理の

状況  １  連結財務諸表等  (1) 連結財務諸表  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

記載されているとおりであります。

(2) 財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産は、4,040百万円となり、前連結会計年度末に比べて350百万円減少

しました。これは、現金及び預金が優先株式を一部取得したことや社債償還により168百万円減少した

こと、保有販売用不動産の販売によりたな卸資産が82百万円減少したこと、減価償却費67百万円の計上

により有形固定資産が64百万円減少したこと等によるものです。

負債は、678百万円となり、前連結会計年度末に比べて218百万円減少しました。これは社債が償還に

より90百万円、長期借入金が約定弁済により10百万円、補償損失引当金が目的使用により42百万円、災

害損失引当金が目的使用により14百万円、及び受入敷金保証金が一部返還により32百万円それぞれ減

少したこと等によるものです。

純資産は、3,362百万円となり、前連結会計年度末に比べて131百万円減少しました。これは優先株式

を一部取得したことにより資本剰余金が87百万円減少したこと、当期純損失44百万円を計上したこと

等によるものです。

　

(3) 経営成績の分析

当連結会計年度の経営成績の分析については、「第２  事業の状況  １  業績等の概要」をご参照く

ださい。

　

(4) キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況の分析については、「第２  事業の状況  １  業績等の

概要」をご参照ください。

　

(5) 戦略的現状と見通し

今後の不動産市場を取巻く環境は、まだまだ先行きは不透明な状況で推移するものと予想され、同様に

国内景気や個人消費の動向についても予断を許さない状況が続くものと予想しております。

このような環境の下、当社グループは、これまでに経済情勢や事業環境の変動に機敏に対処してきてい

る状況を踏まえ、保有不動産物件の販売や不動産賃貸収入により、利益とキャッシュ・フローを重視して

計画を着実に遂行してまいる所存であります。

また、当社グループは、これまで、徹底した固定費の削減や有利子負債の削減に努め、一定の成果を上げ

ることができました。これからは、可能な限りリスクの回避を図りながら、新たな事業モデルの構築と他

社とのアライアンスを推進し、収益獲得基盤の充実と拡大を図ってまいります。

なお、文中の将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したもの

であります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施した設備投資は総額３百万円で、その主な内容は本店事務所移転に伴う建

物附属設備の内装工事費用であります。

なお、当連結会計年度において本店事務所の移転に係る建物附属設備の除却０百万円があります。

　

２ 【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成24年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
(人)建物

(百万円)
構築物
(百万円)

工具、器具
及び備品
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

合計
(百万円)

本店
(東京都千代田区)

不動産事業
管理部門

賃借事務所 1 － 0
－

( － )
1 10

府中市賃貸用土地建物
(東京都府中市)

不動産事業 賃貸宿泊施設 469 0 －
516

(1,074.11)
986 －

野田市賃貸用土地建物
(千葉県野田市)

不動産事業 賃貸商業施設 591 － －
878

(10,492.54)
1,470 －

郡山市賃貸用土地建物
(福島県郡山市)

不動産事業 賃貸保育所施設 47 1 －
23

(1,225.49)
73 －

(注) １  金額には、消費税等は含まれておりません。

２  投下資本額は、取得価額から減価償却累計額を控除した帳簿価額をもって表示しております。

３  リース契約による重要な賃借設備はありません。

　

(2) 国内子会社

国内子会社については、該当事項はありません。

　

(3) 在外子会社

在外子会社はないため該当事項はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当社グループの設備については、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。当連結会

計年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画については、該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 145,000,000

Ａ種優先株式 20,000,000

計 165,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 47,143,39747,143,397
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

(注)１、２

Ａ種優先株式 19,826,00019,826,000非上場 (注)２、３

計 66,969,39766,969,397― ―

(注) １  権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株式数は100株であります。

２  定款において、会社法第322条第２項に規定する定めはしておりません。また、Ａ種優先株式は定款の定めに基

づき、以下に記載のとおり普通株式と議決権に差異を有しております。 

３  Ａ種優先株式の内容は、次のとおりであります。なお、単元株式数は100株であります。

(1) 優先配当金

①  優先配当金

当社は、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載されたＡ種優先株式を有する株主(以下、「本優先株

主」という。)又はＡ種優先株式の登録株式質権者(もしいれば。以下、「本優先株質権者」という。)に対し

て、普通株式を有する株主(以下、「普通株主」という。)又は普通株式の登録質権者(以下、「普通株質権

者」という。)に先立ち、剰余金の配当を行う(以下、当該配当金を「優先配当金」という。)。Ａ種優先株式１

株当たりの優先配当金の額は、優先株式の発行価額に、それぞれの事業年度ごとに下記の配当年率を乗じて

算出した額とする(ただし、平成20年３月31日終了の事業年度中に支払う優先配当金については、この額に、

払込日から平成20年３月31日までの期間につき、１年365日とする日割計算を適用して算出される金額と

し、Ａ種優先株式の併合が行なわれる場合、優先配当金の額は併合の比率の逆数を乗じて比例的に調整され

るものとする。)。優先配当金は、円未満小数第５位まで算出し、その小数第５位を四捨五入する。ただし、当

社が下記②に定める優先中間配当金を支払ったときは、当該優先中間配当金を控除した額とする。

配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(６ヶ月物)＋450bps(bpsとは、利回り単位100分の１％)

日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)とは、各事業年度の末日の東京時間午前11時における日本円ＴＩＢＯＲ

(６ヶ月物)として、全国銀行協会によって算出され公表される数値を指すものとする。当該日に日本円ＴＩ

ＢＯＲ(６ヶ月物)が公表されない場合は、同日、ロンドン時間午前11時における日本円ＬＩＢＯＲ(６ヶ月

物)として、英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと合理的に認められるものを用い

るものとする。

配当年率は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。
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②  優先中間配当金

当社が中間配当を行う場合、当社は、本優先株主又は本優先株質権者に対して、普通株主または普通株質

権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり優先配当金の２分の１に相当する額を優先中間配当金として支払

う。

③  累積条項

ある事業年度において、本優先株主又は本優先株質権者に対して支払う剰余金の配当の額が優先配当金

の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積し、累積した不足額(以下、「累積未払優先配当

金」)については、当該翌事業年度以降の剰余金の配当に際して、普通株主又は普通株質権者に対する剰余

金の配当に先だって、支払われるものとする。

④  参加条項

普通株主又は普通株質権者に対して利益配当金(中間配当金を含む。)を支払うときは、本優先株主又は本

優先株質権者に対し、１株につき普通株主又は普通株質権者と同額を優先配当金に加算して支払う。

(2) 残余財産の分配

当社は、残余財産の分配を行う場合には本優先株主又は本優先株式質権者に対して、普通株主又は普通株質

権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たり500円(優先株式の併合が行なわれる場合、併合の比率の逆数を乗じて

比例的に調整されるものとする。)および累積未払優先配当金を支払う。

(3) 議決権

本優先株主は株主総会において議決権を有しない。ただし、定時株主総会に先立つ取締役会において、優先

配当金を受ける旨の剰余金の処分の決議がなされなかったときは、当該定時株主総会より、累積未払優先配当

金全額の支払いがなされるまでの間に開催される株主総会の終結の時まで、株主総会において議決権を有す

るものとする。

(4) 対価を当社の普通株式とする取得請求権

本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、Ａ種優

先株式１株につき普通株式数４株の割合でＡ種優先株式の普通株式への転換を請求することができる。当該

転換の効力は、別途本会社が定める転換請求書その他必要書類が転換請求受付場所に到着したときに発生す

る。

Ａ種優先株式発行後に、普通株式が発行された場合、Ａ種優先株式および普通株式について株式の併合が行

われた場合、ならびに普通株式について株式の分割が行われた場合、本優先株主による当該転換請求により優

先株主が取得する普通株式数は、Ａ種優先株式発行日の発行済普通株式総数および発行済Ａ種優先株式総数

と、普通株式の当該発行、Ａ種優先株式もしくは普通株式の当該株式併合、または普通株式の当該株式分割に

よる転換請求権行使日現在の普通株式数およびＡ種優先株式数との変動比率と同じ比率で、増減するものと

する。本優先株主が取得する普通株式数の算出にあたっては、１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てる。

Ａ種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、転換の請求がなされたと

きに属する事業年度の始めにおいて転換があったものとみなしてこれを支払うものとする。

(5) 対価を金銭とする取得請求権

本優先株主は、平成20年７月31日以降、平成29年７月31日までの間、Ａ種優先株式の全部又は一部を、当社に

対して、Ａ種優先株式１株につき500円(Ａ種優先株式の併合が行なわれる場合、併合の比率の逆数を乗じて比

例的に調整されるものとする。)の割合で買い取ることを請求した場合、当社の取締役会決議による承認を経

てＡ種優先株式を買い取る。かかるＡ種優先株式の取得請求権に基づく当社のＡ種優先株式の取得は、法令の

範囲内の金額を限度とする。

(6) 株式の併合又は分割

当社は、Ａ種優先株式について株式の分割は行なわない。

(7) 譲渡制限

Ａ種優先株式の譲渡につき、譲渡制限は定めない。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成19年７月３日
(注)１

56,593,115471,433,970700 25,112 700 9,907

平成19年８月10日
(注)２

200,000,000671,433,9705,000 30,112 5,000 14,907

平成20年８月１日
(注)３

― 671,433,970△25,112 5,000 △14,907 ―

平成21年８月１日
(注)４

― 671,433,970△3,000 2,000 ― ―

平成23年４月28日
(注)５

△1,740,000669,693,970 ― 2,000 ― ―

平成23年５月18日
(注)６

△602,724,57366,969,397 ― 2,000 ― ―

(注) １  新株予約権の行使(平成19年４月１日～平成19年７月３日)による増加であります。

２  有償、第三者割当による優先株式の発行による増加であります。

発行価額  １株につき50円  資本組入額  １株につき25円

３  平成20年６月25日開催の第62回定時株主総会における資本金及び資本準備金減少決議による減少でありま

す。

４  平成21年６月25日開催の第63回定時株主総会において、欠損填補のため資本金3,000百万円を減少することを

決議し、平成21年８月１日に効力が発生しております。

５  平成23年４月28日付で、優先株主より定款第15条第４項に定めるＡ種優先株式について取得請求権の行使が

行なわれ、同日開催の当社取締役会において同優先株式の取得および消却の決議を行ない、同日付で取得およ

び消却を行なったことによる減少であります。

６  平成23年５月２日開催の当社臨時株主総会において、10株を１株に併合する決議を行ない、平成23年５月18日

にその効力が発生しております。
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(6) 【所有者別状況】

①  普通株式

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 14 144 23 27 17,41917,628 ―

所有株式数
(単元)

― 195 4,60020,858100,381531344,841471,4062,797

所有株式数
の割合(％)

― 0.04 0.98 4.42 21.30 0.11 73.15100.00 ―

(注) １  自己株式96,892株は、「個人その他」に968単元および「単元未満株式の状況」に92株を含めて記載しており

ます。

２  「その他の法人」の中には証券保管振替機構名義の株式が68単元含まれております。

　

②  Ａ種優先株式

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― ― ― ― 1 ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― ― 198,260 ― ― 198,260 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― 100.00 ― ― 100.00 ―

(注)  平成20年６月25日開催の第62回定時株主総会より議決権を有しおります。
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(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ウッドヘヴンドライブツーエル
エルシー
(常任代理人  弁護士大橋宏一
郎)

615 South Dupont Highway, Country of 
Kent, City of Dover, State of Delaware
(東京都千代田区丸の内１丁目８－３丸の内
トラストタワー本館26階  ホワイト＆ケース
法律事務所)

19,826 29.60

CGML-IPB　CUSTOMER COLLATERAL
ACCOUNT (常任代理人　シティバ
ンク銀行株式会社)

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF,LONDON E14 5LB(東京都品川区東品川
２丁目３－14)

8,336 12.45

株式会社エス・サイエンス 東京都中央区銀座８丁目９－13 1,405 2.10

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
(常任代理人  ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K
(東京都港区六本木６丁目10番１号  六本木
ヒルズ森タワー)

1,096 1.64

小松  稔 長野県塩尻市 979 1.46

中島  和信 東京都渋谷区 875 1.31

西本　健二 滋賀県甲賀市 700 1.05

滝沢  裕一郎 山梨県笛吹市 405 0.60

末澤  多津子 香川県観音寺市 364 0.54

佐々木  豊 川崎市川崎区 332 0.50

計 ― 34,321 51.25

(注)１．前事業年度では主要株主でなかったCGML-IPB　CUSTOMER COLLATERAL ACCOUNTが新たに主要株主となりました。

２．次の法人から、平成24年５月25日に大量保有報告の写しの送付があり（報告義務発生日　平成24年５月18日）

次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当事業年度末現在における実質所有株式数の確

認が出来ていませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
(千株)

株券等保有割合
(％)

Juggernaut　Capital　Management
　Pte.Ltd.

#39-02　OCBC　Centre,65　Chulia　Street,
Singapore 049513

9,453 14.12
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なお、所有株式に係る議決権の個数の多い順上位10名は、以下のとおりであります。

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の
議決権に対する
所有議決権数
の割合(％)

ウッドヘヴンドライブツーエル
エルシー
(常任代理人  弁護士大橋宏一
郎)

615 South Dupont Highway, Country of 
Kent, City of Dover, State of Delaware
(東京都千代田区丸の内１丁目８－３丸の内
トラストタワー本館26階  ホワイト＆ケース
法律事務所)

198,260 29.65

CGML-IPB　CUSTOMER COLLATERAL
ACCOUNT 常任代理人　シティバン
ク銀行株式会社

CITIGROUP CENTRE, CANADA SQUARE, CANARY
WHARF,LONDON E14 5LB(東京都品川区東品川
２丁目３－14)

83,365 12.47

株式会社エス・サイエンス 東京都中央区銀座８丁目９－13 14,058 2.10

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
(常任代理人  ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K
(東京都港区六本木６丁目10番１号  六本木
ヒルズ森タワー)

10,969 1.64

小松  稔 長野県塩尻市 9,795 1.46

中島  和信 東京都渋谷区 8,750 1.31

西本　健二 滋賀県甲賀市 7,000 1.05

滝沢  裕一郎 山梨県笛吹市 4,050 0.61

末澤  多津子 香川県観音寺市 3,642 0.54

佐々木  豊 川崎市川崎区 3,327 0.50

計 ― 343,216 51.33
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式(注)１
Ａ種優先株式

19,826,000
198,260

「１(1)②発行済株式」の「内容」
欄に記載のとおりであります。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

96,800
―

「１(1)②発行済株式」の「内容」
欄に記載のとおりであります。

完全議決権株式(その他)(注)２
普通株式

47,043,800
470,438 同上

単元未満株式
普通株式

2,797
― 同上

発行済株式総数 66,969,397― ―

総株主の議決権 ― 668,698 ―

(注) １  平成20年６月25日開催の第62回定時株主総会より議決権を有しております。

２  「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,800株(議決権の数68個)含まれてお

ります。

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ＲＩＳＥ
東京都千代田区神田神保
町二丁目３番地１  岩波
書店アネックス６階

96,800 ― 96,800 0.14

計 ― 96,800 ― 96,800 0.14

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】  会社法第155条第９号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 15.5 288
　 　 　

当期間における取得自己株式 ― ―

(注）平成23年５月２日開催の当社臨時株主総会において、10株を１株に併合する決議を行ない、平成23年５月18日にそ

の効力が発生いたしました。当該併合後、端数株式の取得を行なっております。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(株式併合)

871,885.5 ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 96,892 ― 96,892 ―

(注）その他（株式併合）871,888.5株は、期首に所有していた968,765株について、10株を１株に併合したことによるも

のであります。　

　

EDINET提出書類

株式会社ＲＩＳＥ(E00165)

有価証券報告書

22/87



　

【株式の種類等】  Ａ種優先株式　会社法第155条第４号に基づく自己株式の取得および会社法第178条

に基づく自己株式の消却

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会（平成23年4月28日）での決議状況（注）　
（取得期間　平成23年４月28日～平成23年４月28日）

1,740,000 87,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,740,000 87,000,000

残存決議株式の総数および価格の総額 ― ―

当事業年度の末日現在の未行使割合（％） ― ―
　 　 　

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合（％） ― ―

(注）当該取得は、優先株主からの定款第15条第４項に基づく取得請求権付株式の買取り請求による取得であります。当

社は、同定款規定において、取得請求権が行使された場合、当社取締役会の決議を経る要件が加えられております。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 1,740,00087,000,000 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
(―)

― ― ― ―
　 　 　 　 　

保有自己株式数 ― ― ― ―
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３ 【配当政策】

当社は、利益配分につきましては、株主への利益還元を念頭に置き、総合的に経営を勘案して収益状況に

対応した配当を行うことを基本としております。しかしながら、当事業年度は純損失を計上しており、復配

を実施するには未だ財務基盤が充実しておらず時期尚早と考えております。また、今後については、業績の

推移等を勘案しながら、判断していきたいと考えております。

当社は、中間配当(基準日毎年９月30日)と期末配当(基準日毎年３月31日)の年２回の剰余金の配当を行

うことを基本方針としております。なお、中間配当および期末配当のほか、基準日を定めて剰余金の配当を

することができる旨を定款で定めております。

また、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、剰余金の配当等については、法令に別段の定めのあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず、取締役会の決議によって定める旨を定款で定めております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第62期 第63期 第64期 第65期 第66期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 32 10 11 7
2

※43

最低(円) 7 1 1 1
1

※12

(注) １最高・最低株価は、平成22年４月１日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであり、平成22年

10月12日より大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場(スタンダード)）におけるものであります。それ以前はジャ

スダック証券取引所におけるものであります。

２※印は、平成23年５月18日付で行った株式併合(10株につき１株の割合）による権利落後の最高・最低株価を示

しております。

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年10月 平成23年11月 平成23年12月 平成24年１月 平成24年２月 平成24年３月

最高(円) 29 27 29 27 29 43

最低(円) 20 20 22 25 25 25

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場(スタンダード)）におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長

兼社長
(代表取締役)

　 川  畑  喜代之 昭和24年１月１日生

昭和46年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入

社

(注)３

普通株式

80

優先株式

―

昭和63年８月 ㈱ソフトウェアジャパン入社  常

務取締役就任

平成２年４月 ㈱イアイイインターナショナル入

社

平成５年４月 三井埠頭㈱入社

平成12年１月 ㈱ニュートリションアクト入社  

代表取締役社長就任

平成13年１月 ㈱ベストセラーズ入社  取締役経

理本部長就任

平成18年４月 ㈱ミューズ入社  取締役副社長就

任

平成20年６月 ㈱アゼル入社  執行役員就任

平成21年１月 当社顧問就任

平成21年６月 ㈱プレスト取締役就任

平成21年６月 当社代表取締役会長就任

平成22年６月 ㈱プレスト代表取締役社長就任

(現任)

平成23年２月 当社代表取締役会長兼社長就任

(現任)

取締役
コーポレー

ト統括部長
安  川  力  夫 昭和31年８月10日生

昭和55年４月 佐藤工業㈱入社

(注)３

普通株式

32

優先株式

―

昭和62年９月 日榮建設工業㈱入社

平成17年３月 同社事務管理部長

平成19年８月 同社経営企画部長兼事務管理部長

平成20年４月 同社経営管理部担当部長

平成21年６月 当社入社  執行役員コーポレート

統括部長就任

平成22年６月 ㈱プレスト取締役就任(現任)

平成22年６月 当社取締役コーポレート統括部長

就任(現任)

取締役 　 松  岡      勲 昭和19年７月２日生

昭和42年４月 ㈱三井銀行(現㈱三井住友銀行)入

社

(注)３

普通株式

―

優先株式

―

昭和60年４月 同社広報部副部長

昭和63年11月 同社神保町支店長、天下茶屋支店

長、事務センター長歴任

平成７年７月 ホウライ㈱入社

平成７年12月 同社常務取締役就任

平成15年６月 室町殖産㈱  常勤監査役就任

平成16年12月 奥武蔵産業㈱  代表取締役社長就

任

平成20年３月 デュープレックスセレクション投

資法人執行役員就任

平成22年６月 当社取締役就任(現任)

常勤監査役 　 新  保  康  博 昭和27年６月23日生

昭和50年４月 ㈱東京相互銀行(現㈱東京スター

銀行)入社

(注)４

普通株式

17

優先株式

―

平成10年６月 同社取締役本店営業部長就任

平成11年５月 同社常務取締役本店営業部長就任

平成14年５月 ㈱サン・ジャパン代表取締役就任

平成18年２月 当社入社環境事業部事業部長

平成18年４月 当社業務本部業務第二部長

平成19年４月 当社管理本部業務部長

平成19年６月 当社常勤監査役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 　 西  本  恭  彦 昭和21年11月22日生

昭和52年６月 弁護士登録

(注)５

普通株式

―

優先株式

―

昭和60年４月 東京経済法律事務所  代表就任

平成14年４月 新生綜合法律事務所(改称)(現任)

平成21年６月 当社監査役就任(現任)

 

監査役

 
　 齊　藤　忠 昭和20年５月２日生

昭和43年４月

昭和45年12月

昭和46年６月

昭和46年９月

昭和53年２月

昭和56年12月

昭和58年４月

 
平成24年6月

薄衣共同公認会計士事務所入所　　

　

公認会計士開業登録

薄衣共同公認会計士事務所退所

株式会社現代文化研究所入社

同社取締役就任

税理士開業登録

公認会計士斎藤忠事務所開設（現

任）

当社監査役就任(現任)

(注)６

 

普通株式

　　　―

優先株式

　　　―

 

計

普通株式

129

優先株式

―

(注) １  取締役松岡勲氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２  監査役西本恭彦氏および齊藤忠氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３  平成24年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４  平成23年６月24日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５  平成21年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　平成24年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主を中心とした会社の利害関係者に対する価値を持続的に向上させることが会社の使命で

あると認識しております。そのため、会社を健全に経営するための基本システムの構築に努めておりま

す。また、コンプライアンスを遵守し、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、内部体制の整備に努め

るとともに、株主に対して、ホームページでの事業の状況・最新の状況の提供等によりタイムリーディス

クローズに努める所存であります。今後とも、内部統制が有効に機能するための内部体制の見直しを図

り、コーポレート・ガバナンスの確立を目指して、意識の高揚に努めてまいります。

　

①  コーポレート・ガバナンスの体制

イ．コーポレート・ガバナンスの体制の概要およびコーポレート・ガバナンスの体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しており、３名の監査役の内２名は社外監査役であります。監査役は、取

締役会に出席して意見を述べ、業務執行取締役、その他使用人から、随時個別にヒアリングする機会

を積極的に設け、業務執行・監視等の実施に努めております。当該体制を採用する理由として、後述

のとおり社外監査役による監査を随時実施しておりますので、現状において経営に対する中立的な

経営監視機能の面で十分に機能する体制が整っていることから現状の体制を採用しております。

当社は会社の業務執行に関する基本的事項についての審議を強化するため、取締役、監査役及び各

部の部長を含め適時経営執行会等を開催し、必要に応じて各委員会を設置して検討を行なっており

ます。また、企業経営及び日常の業務に関しては、必要に応じて弁護士、公認会計士等の専門家から助

言を受け経営判断の参考にしております。

また、取締役会につきましては、定例の取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて臨時取締役

会を開催し、重要事項の決定および職務執行に関する基本事項の意思決定を機動的に行なっており

ます。

監査役会につきましては、毎月１回、監査役会を開催するほか、監査役が出席した取締役会その他

の会議を通じて、取締役の業務執行を監査するなど、その適法性について監査を行う体制を確立して

おります。
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ロ．当社のコーポレート・ガバナンス体制の図表

　

　

ハ．内部統制システムの整備の状況

当社は、コーポレート・ガバナンスの確立の一環として、内部管理体制の強化を図っております。

内部統制システムの構築に関する基本方針を定め、会社法及び会社法施行規則に基づく業務の適正

の確保に努めております。

当社は、当社が定める企業倫理行動指針に従い、法令遵守及び社会的責任の重要性を認識しつつ、

公正かつ公平な企業活動を行うことを経営の方針としております。コーポレート統括部が主管とな

り、業務分掌・職務権限規程等の基本規程をはじめとする社内業務全般にわたる諸規程を体系的に

構築し、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われるよう努めております。その内容につきまし

ては、関係法令の改正等に伴い適時、適正に規程の制定および改訂等を行なっております。当社は、社

内研修規程を定め、リスク管理、コンプライアンス、および個人情報保護等に関する取締役・使用人

に対する研修を義務付けることにより、コンプライアンスの遵守および情報管理の重要性について

の周知徹底および認識の共有化を図っております。

　

ニ．リスク管理体制の整備の状況

当社では、業務に係わる各種のリスクに対する適切な管理と予防管理によるリスク発生の防止に

努めるため「リスク管理規程」を定め、経営の健全性確保を目指して体制の整備に取り組んでおり

ます。業務執行を行う各部で発生が見込まれるリスクを把握分析し適切に管理するとともに総務部

をリスク管理の主管部署とし、各部からの報告及びモニタリングを通じて管理方法を統括しており

ます。また、災害等の全社に及ぶ危機に関わるリスクへの対応も管理しております。

毎月開催される取締役会および朝礼等において、各部署からの事業状況、業績予想、業績結果、発生

および決定事実等の社内情報の共有化を図っております。
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ホ．責任限定契約の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の定めに基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責

任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因と

なった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　

②  内部監査及び監査役監査の状況

当社の内部監査及び監査役監査の組織については監査役３名で監査役会を構成しており、当社の監

査役会規程に従い監査役会を運営しております。会計監査については会計監査人に委嘱した監査の方

法等について監査役が監査を行っており、会計監査以外の業務監査については監査役独自の業務とし

て行なっております。また、内部監査室(専任者１名)を設け、監査役会に対して業務の適正に関する情

報を定期的に提供し、内部監査の充実・強化を図っております。監査役は内部監査室が実施する社内監

査と連携して、内部統制活動の実施状況の検証および監視を行なっております。なお、社外監査役齊藤

忠氏は公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する知見を有しております。

　

③  会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は田中大丸氏および若尾典邦氏であり、アスカ監査法人

に所属しております。当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士２名、その他４名であります。な

お、第１四半期から第２四半期までのレビューは、田中大丸氏および宮川愼哉氏が業務を執行し、その

後、宮川愼哉氏は若尾典邦氏に交代しております。

　

④  社外取締役及び社外監査役との関係

当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役松岡勲氏は、金融業界での豊富な経験と専門的な知識を有しており、取締役会の行なう意

思決定の妥当性、適正性を確保することにより、社外取締役としての監督機能および役割を果たしてお

ります。同氏と当社の間に人的・資本的・取引関係その他利害関係はありません。なお、同氏は当社の

株式を保有しておりません。また、同氏は過去においてホウライ株式会社の取締役、室町殖産株式会社

の監査役、奥武蔵産業株式会社の取締役、デュープレックスセレクション投資法人の執行役員に就任し

ておりましたが、当社グループとそれぞれの会社およびその関係会社との間に人的関係、資本的関係お

よび重要な取引関係その他の利害関係がないものと判断しております。以上のことから、独立性を有す

るものと考え、社外取締役として選任しております。

社外監査役西本恭彦氏は新生綜合法律事務所の代表を兼務しており、主に弁護士としての専門的な

見地から意見を述べ、取締役会が行なう意思決定の適法性、妥当性を確保することにより、社外監査役

としての監査機能および役割を果たしております。同氏と当社の間に人的・資本的・取引関係その他

利害関係はありません。なお、同氏は当社の株式を保有しておりません。また、当社グループと同氏が現

在、代表である新生綜合法律事務所および過去に代表であった東京経済法律事務所との間には人的関

係、資本的関係および重要な取引関係その他の利害関係がないものと判断しております。以上のことか

ら、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任しております。
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社外監査役齊藤忠氏は公認会計士斎藤忠事務所の代表を兼務しており、主に公認会計士としての専

門的な見地から、取締役会の意思決定の適法性および妥当性を確保するための監査機能および役割を

果たしていただけると考えております。同氏と当社の間に人的・資本的・取引関係その他利害関係は

ありません。なお、同氏は当社の株式を保有しておりません。また、当社グループと同氏が現在、代表で

ある公認会計士斎藤忠事務所および過去に取締役に就任していた、株式会社現代文化研究所との間に

は人的関係、資本的関係および重要な取引関係その他の利害関係がないものと判断しております。以上

のことから、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

当社の当該選任状況に関する考え方としましては、社外取締役１名を選任することにより第三者と

しての視点から、取締役の業務執行に対する公正かつ客観的な判断が確保されていると考えておりま

す。社外監査役につきましては、2名を選任しており、外部からの経営監視機能が充分に機能する体制が

整って、当社の企業統治の有効性に大きく寄与しているものと考えております。

また、当社においては社外取締役および社外監査役を選任するための独立性については特段の定め

はありませんが、専門的な知見に基づく客観的かつ適切な監督又は監査といった機能および役割が期

待され、一般株主と利益相反が生じる恐れがないことを基本的な考え方として、選任しております。

なお、社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査、および会計監査との

相互連携ならびに内部統制部門との関係につきましては、取締役会、監査役会等において適宜報告およ

び意見交換がなされています。
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⑤  内部統制活動の実施状況の検証および監視

当社は、当社およびグループ会社に対する業務の適切かつ健全な運営の確保を目的として、他の業務

部門から独立した内部監査室を設置しております。内部監査室におきましては、当社各部門およびグ

ループ会社のリスクの種類・程度に応じた実効性のある内部監査やモニタリングに努め、これらのう

ち、重要な事項については取締役会等に報告するとともに、内部監査結果等を踏まえ、当社各部門およ

びグループ会社への提言等を行なうこととしております。

なお、監査役、内部監査室、会計監査人は、監査結果に関する意見の交換等を通じて相互連携を図ると

ともに、監査結果の報告を受けるなど緊密な連携をとっております。

　

⑥  役員報酬

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別総額
対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

(百万円)

ストック
オプション
(百万円)

賞与
(百万円)

退職慰労金
(百万円)

取締役
(社外取締役を除く)

22 22 ― ― ― 2

監査役
(社外監査役を除く)

9 9 ― ― ― 1

社外役員 9 9 ― ― ― 4

※当社の役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

当社の役員の報酬等の額または算定方法の決定は、定款第36条および第48条の規定により、株主総会決議によること

が定められております。

平成21年６月25日開催の第63回定時株主総会において、取締役報酬額を月額４百万円以内、監査役報酬を月額２百万

円以内と定めております。

　

　　ロ.提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額

　　　連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しないため、記載しておりません。

　
ハ．使用人兼務役員の使用人給与のうち重要なものは以下のとおりであります。

　
総額
(百万円)

対象となる役員の員数
(人)

内容

9 1 コーポレート統括部長としての給与であります。
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⑦  株式の保有状況

イ．投資株式のうち、保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄および貸借対照表計上額の

合計額

該当事項はありません。

ロ．保有目的が、純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額お

よび保有目的

該当事項はありません。

ハ．保有目的が、純投資目的である投資株式の前事業年度および当事業年度における貸借対照表計上

額の合計ならびに当事業年度における受取配当金、売却損益および評価損益の合計額

　

　

前事業年度 当事業年度

貸借対照表
計上額の合計
(百万円)

貸借対照表
計上額の合計額
(百万円)

受取配当金
の合計額
(百万円)

売却損益
の合計額
(百万円)

評価損益
の合計額
(百万円)

非上場株式等 6 6 0 ― (注)

上記以外の株式 ― ― ― ― ―

(注)  非上場株式等については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価損益

の合計額」は記載しておりません。

　

⑧  取締役の定数

当社の取締役の定数は15名以内とする旨定款に定めております。

　

⑨  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。なお、取締役の選任

決議は、累積投票によらないものとしております。

　

⑩  株主総会の特別決議要件

当社は、会社法309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨

定款に定めております。これは、株主総会における特別決議事項の審議をより確実に行なうためのもの

であります。

　

⑪  株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

イ．自己株式の取得

当社は、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨定款に定

めております。これは、当社の業務または財産の状況、環境変化などの事情に対応して機動的に自己

株式の取得を行なうためのものであります。
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ロ．取締役等の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の定めに基づき、任務を怠ったことによる取締役(取締役であった者

を含む。)および監査役(監査役であった者を含む。)ならびに会計監査人(会計監査人であった者を含

む。)の損害賠償責任を法令の限度において取締役会の決議によって免除することができる旨定款に

定めております。これは、取締役及び監査役並びに会計監査人が期待される役割を十分に発揮できる

ようにするためのものであります。

ハ．剰余金の配当等の決定機関

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これ

は、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目

的とするものであります。

　

⑫  Ａ種優先株式について

上述の「第４  提出会社の状況  １  株式等の状況  (1) 株式の総数等(注)」に記載いたしました

とおり、Ａ種優先株式は、定時株主総会に先立つ取締役会において、優先配当金を受ける旨の剰余金の

処分の決議がなされなかったときは、当該定時株主総会より、累積未払優先配当金全額の支払いがなさ

れるまでの間に開催される株主総会の終結の時まで、株主総会において議決権を有することとなりま

す。

同優先株式については、上述の「第４  提出会社の状況  １株式等の状況  (8) 議決権の状況  ①

  発行済株式(注)１．」に記載いたしましたとおり、平成20年６月開催の定時株主総会以降、今定時株

主総会においても引き続き議決権を有しております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 17 ― 16 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 17 ― 16 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)の連結財務諸表および事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務諸

表について、アスカ監査法人により監査を受けております。

　

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて  

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行なっております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、または会計基準等の変更について的確に対応することができる体制を整備

するため、監査法人との連携を密にし、証券取引所等の主催する研修会に積極的に参加する等、情報の収集

を行なっております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 781 612

たな卸資産 ※1
 544

※1
 461

営業出資金 165 165

その他 45 115

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 1,535 1,354

固定資産

有形固定資産

建物 ※2
 1,387 1,389

減価償却累計額 △212 △279

建物（純額） 1,175 1,110

土地 ※2
 1,418 1,418

その他 12 13

減価償却累計額 △10 △10

その他（純額） 2 2

有形固定資産合計 2,596 2,531

無形固定資産 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 6 6

長期貸付金 462 333

長期未収入金 234 198

長期未収消費税等 200 87

その他 30 38

貸倒引当金 △675 △510

投資その他の資産合計 258 154

固定資産合計 2,854 2,685

資産合計 4,390 4,040
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1 2

1年内償還予定の社債 ※2
 90 －

1年内返済予定の長期借入金 10 5

未払法人税等 11 10

補償損失引当金 145 103

修繕引当金 17 17

災害損失引当金 14 －

その他 62 37

流動負債合計 353 175

固定負債

長期借入金 5 －

受入敷金保証金 533 501

退職給付引当金 3 1

固定負債合計 542 502

負債合計 896 678

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 2,381 2,294

利益剰余金 △286 △331

自己株式 △600 △600

株主資本合計 3,494 3,362

純資産合計 3,494 3,362

負債純資産合計 4,390 4,040
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

売上高 558 374

売上原価 307 178

売上総利益 250 195

販売費及び一般管理費 ※1
 354

※1
 291

営業損失（△） △104 △95

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

貸倒引当金戻入額 － 43

償却債権取立益 0 0

施設管理収入 4 7

その他 2 2

営業外収益合計 8 54

営業外費用

支払利息 3 0

その他 0 0

営業外費用合計 3 0

経常損失（△） △99 △42

特別利益

貸倒引当金戻入額 10 －

特別利益合計 10 －

特別損失

固定資産除却損 － ※2
 0

債権償却損 30 －

投資有価証券評価損 5 －

貸倒引当金繰入額 12 －

補償損失引当金繰入額 150 －

修繕引当金繰入額 17 －

災害損失引当金繰入額 14 －

訴訟解決金 21 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 0 －

特別損失合計 251 0

税金等調整前当期純損失（△） △340 △43

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等合計 1 1

少数株主損益調整前当期純損失（△） △342 △44

当期純損失（△） △342 △44
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【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） △342 △44

包括利益 △342 △44

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △342 △44

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

当期首残高 2,381 2,381

当期変動額

自己株式の消却 － △87

当期変動額合計 － △87

当期末残高 2,381 2,294

利益剰余金

当期首残高 55 △286

当期変動額

当期純損失（△） △342 △44

当期変動額合計 △342 △44

当期末残高 △286 △331

自己株式

当期首残高 △600 △600

当期変動額

自己株式の取得 － △87

自己株式の消却 － 87

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △600 △600

株主資本合計

当期首残高 3,836 3,494

当期変動額

当期純損失（△） △342 △44

自己株式の取得 － △87

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △342 △131

当期末残高 3,494 3,362

純資産合計

当期首残高 3,836 3,494

当期変動額

当期純損失（△） △342 △44

自己株式の取得 － △87

当期変動額合計 △342 △131

当期末残高 3,494 3,362
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △340 △43

減価償却費 67 67

債権償却損 30 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △805 △164

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1 △2

補償損失引当金の増減額（△は減少） 104 △42

修繕引当金の増減額（△は減少） 17 －

災害損失引当金の増減額（△は減少） 14 △14

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 3 0

投資有価証券評価損益（△は益） 5 －

たな卸資産の増減額（△は増加） 205 82

未収還付消費税等の増減（△は増加） △30 △75

未払消費税等の増減額（△は減少） △15 －

預り金の増減額（△は減少） △2 △8

長期債権と貸倒引当金との相殺額 807 121

その他 54 104

小計 117 25

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △3 △0

法人税等の支払額 △1 △1

営業活動によるキャッシュ・フロー 113 23

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △54 △3

貸付けによる支出 △3 －

貸付金の回収による収入 10 7

その他 － △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △46 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △14 △10

社債の償還による支出 △352 △90

取得請求権付株式の買取りによる支出 － △87

自己株式の取得による支出 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △367 △187

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △301 △168

現金及び現金同等物の期首残高 1,082 781

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 781

※1
 612
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数  １社

連結子会社の名称

㈱プレスト

(2) 開示対象特別目的会社

開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び開示対象特別目的会

社との取引金額等については、「開示対象特別目的会社関係」として記載しております。

　

２．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　

３．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ  たな卸資産

主として個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定)

ロ  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

但し、匿名組合出資金等は個別法によっており、組合決算等に応じて持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ  有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く。)は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物      12～25年

その他    ２～15年

ロ  無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間(５年)による定額法を採用して

おります。
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(3) 重要な引当金の計上基準

イ  貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の

特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ  補償損失引当金

事業に係る将来の瑕疵担保に備えるため、当連結会計年度末における損失見込額を計上しておりま

す。

ハ  修繕引当金

賃貸用施設の修繕に備えて、当連結会計年度末における修繕見積額を計上しております。

ニ  退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。

(4) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。控除対象外消費税等は、当連結会計

年度の費用として処理しております。
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【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年6月

30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号　平成23

年3月25日）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9号　平成22年6

月30日）を適用しております。

当連結会計年度において株式併合を行ないましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行なわ

れたと仮定し、１株当たり純資産額、および１株当たり当期純損失金額を算定しております。

なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

　

【会計上の見積りの変更】

当連結会計年度において、一部の貸倒懸念債権等の特定の債権（以下「特定債権」と言います。）につ

いて順調な回収実績を評価し、この特定債権について債務者区分と対応する貸倒引当率の見直しを行

なった結果、特定債権に係る貸倒引当金戻入額18百万円を計上しております。

これにより、当連結会計年度の経常損失および税金等調整前当期純損失はそれぞれ18百万円減少して

おります。

　

【追加情報】

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用してお

ります。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１  たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

販売用不動産 544百万円 461百万円

原材料及び貯蔵品 0 0

　

※２  担保差入資産ならびに担保付債務は次のとおりであります。

イ  担保差入資産

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

建物 634百万円 -百万円

土地 878 -

計 1,512 -

　

ロ  担保付債務

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内償還予定の社債 90百万円 -百万円

計 90 -

　

(連結損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

役員報酬 58百万円 40百万円

給与手当 68 73

退職給付費用 1 0

外注作業費 59 56

支払手数料 56 34

　

※２  固定資産除却損の内容は、建物に係る附属設備であります。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

該当事項はありません。

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．発行済株式および自己株式に関する事項

　 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（株） 471,433,970 ― ― 471,433,970

Ａ種優先株式（株） 200,000,000 ― ― 200,000,000

合計（株） 671,433,970 ― ― 671,433,970

自己株式 　 　 　 　

普通株式（株） 968,765 ― ― 968,765

合計（株） 968,765 ― ― 968,765

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

１．発行済株式および自己株式に関する事項

　 当連結会計年度期首 増　加 減　少 当連結会計年度末

発行済株式 　 　 　 　

普通株式（株） 471,433,970 ― 424,290,573 47,143,397

Ａ種優先株式（株） 200,000,000 ― 180,174,000 19,826,000

合計（株） 671,433,970 ― 604,464,573 66,969,397

自己株式 　 　 　 　

普通株式（株） 968,765 15.5 871,888.5 96,892

Ａ種優先株式（株） ― 1,740,000 1,740,000 ―

合計（株） 968,765 1,740,015.52,611,888.5 96,892

（変動事由の概要）

発行済株式

普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式の併合による減少　　424,290,573株
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Ａ種優先株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式の消却による減少　　　1,740,000株

株式の併合による減少　　178,434,000株

自己株式

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

端株の取得による増加　　   　　　15.5株

普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式の併合による減少　　　　871,888.5株

Ａ種優先株式の増加数の主な内訳は次のとおりであります。

株式の取得による増加　　　1,740,000株

Ａ種優先株式の減少数の主な内訳は次のとおりであります。

株式の消却による減少　　　1,740,000株

なお、当社は平成23年４月28日付で当社の優先株主であるウッドヘヴンドライブツーエルエルシーよ

り、Ａ種優先株式87百万円（１株50円、1,740,000株）につき定款第15条の規定に基づく株式取得請求権

の行使があり、同日開催の当社取締役会決議により同Ａ種優先株式の買取りおよび消却を行ないました。

また、当社は平成23年５月18日付けをもって、普通株式およびＡ種優先株式、それぞれ10株につき１株

の割合で併合致しました。

　
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金勘定 781百万円 612百万円

現金及び現金同等物 781 612

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業計画、設備計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余資は主

に流動性の高い金融資産で運用し、また、運転資金及び設備投資資金に関しては、銀行借入および社債

により調達しております。なお、デリバティブ取引は利用しておりません。

　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

取引先企業等に対する長期貸付金や長期未収入金があります。同債権には、個別に折衝し、入金日を

約定し回収を図るもの及び回収努力をしているが、回収にある程度期間を要するものもあります。これ

らの長期債権に対して回収可能性を吟味し個別に貸倒引当金を設定しております。

借入金、社債は運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。平成24年３月23

日に社債償還を完了しております。

　

(3) 金融商品に係わるリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係わるリスク)の管理

当社は、営業部門と管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期

日、残高、財務状況を管理し、回収懸念の早期把握に努め、経理規程に基づき適切に処理しておりま

す。連結子会社についても、同様の管理を行なっております。

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社は、営業債権債務について、現金決済を原則としているため、金利変動リスクはありません。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況を把握し取引先企業との関係

を勘案して保有状況を継続的に見直しています。借入金に係る支払金利の変動リスクはあるものの、

現在の借入金は１年以内に期日を迎えることから、デリバティブ取引は利用しておりません。今後借

入金等が増加した場合、デリバティブ取引の検討を行ないます。

③  資金調達に係わる流動性リスク(支払期日に実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金計画を作成・更新するとともに、手元流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しています。連結子会社においても同様に行なっており

ます。

　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価

格が含まれております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２．参照)。

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 781 781 ―

(2) 長期債権 　 　 　

長期貸付金 462　 　

長期未収入金 234　 　

貸倒引当金(※) △675　 　

　 21 20 △0

資産計 803 802 △0

(1) 支払手形及び買掛金 1 1 ―

(2) １年内償還予定の社債 90 88 △1

(3) １年内返済予定の長期借入金 10 10 △0

(4) 未払法人税等 11 11 ―

(5) 受入敷金保証金 533 479 △54

(6) 長期借入金 5 5 △0

負債計 651 596 △55

(※)  長期貸付金および長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

　当期連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 612 612 －

(2) 長期債権 　 　 　

長期貸付金 333　 　

長期未収入金 198　 　

貸倒引当金(※) △510　 　

　 21 20 △1

資産計 634 632 △1

(1) 支払手形及び買掛金 2 2 －

(2) １年内返済予定の長期借入金 5 5 △0

(3) 未払法人税等 10 10 －

(4) 受入敷金保証金 501 463 △38

負債計 518 480 △38

(※)  長期貸付金および長期未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

　

(注) １  金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

(1) 現金及び預金

預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
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す。

　
(2) 長期債権

長期貸付金・長期未収入金は、相手先別に個別に入金日を約定している債権と、今後回収折衝を行うも

のの債権回収が長期に亘ると見込まれる債権からなります。後者の債権回収には今後５年間を要すると

想定し、与信上の信用リスクの分類に基づき時価算定を行なっております。時価は連結会計年度末日にお

ける長期貸付金および長期未収入金の貸借対照表価額から連結会計年度末現在の個別に回収可能額を考

慮した割引前の貸倒引当金残高を控除した金額について、将来回収キャッシュ・フローを見積もり、長期

借入金利等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

　
負債

(1) 支払手形及び買掛金、および (3) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

１年内返済予定の社債、(2) １年内返済予定の長期借入金および長期借入金

これらの時価は、元利の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

(4) 受入敷金保証金

受入敷金保証金の時価は、連結決算日後から返還時期までの残存期間の将来キャッシュ・フローを国

債の利回り等の適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定してお

ります。

　
２　 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

非上場株式 6 6

営業出資金及び出資金 182 182

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、金融資産には

含めておりません。
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３  金銭債権等の連結決算日後の償還予定額

　　　　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 781 ― ― ―

長期貸付金及び長期未収入金 18 2 0 0

合計 799 2 0 0

　

　　　　当期連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

現金及び預金 612 － － －

長期貸付金及び長期未収入金 18 2 0 0

合計 631 2 0 0

　
４  社債・長期借入金の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　　　　　前連結会計年度（平成23年３月31日）

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

社債 90 ― ― ―

長期借入金 10 5 ― ―

合計 100 5 ― ―

　

　　　　当期連結会計年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

10年超
(百万円)

長期借入金 5 － － －

合計 5 － － －
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(有価証券関係)

１．その他有価証券

投資有価証券で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる投資有価証券の連結貸借対照表計上額

　 　 (単位：百万円)

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

投資有価証券 6 6

計 6 6

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。

２．連結会計年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(退職給付関係)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

　

２．退職給付債務に関する事項

　 前連結会計年度
（平成23年3月31日）

当連結会計年度
（平成24年3月31日）

（1）退職給付債務（百万円） △3 △1

（2）退職給付引当金（百万円） △3 △1

　

３．退職給付費用に関する事項

　 前連結会計年度
（平成23年3月31日）

当連結会計年度
（平成24年3月31日）

（1）勤務費用（百万円） 1 0

（2）退職給付費用（百万円） 1 0

　

４．退職給付債務の計算の基礎に関する事項

当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

繰越欠損金 15,660百万円 15,083百万円

債権償却損 4,406 1,930

貸倒引当金 274 183

たな卸資産評価損 300 249

土地建物評価損 128 112

減価償却限度超過額 189 167

有価証券評価損 292 255

補償損失引当金 59 36

その他 27 13

小計 21,339 18,032

評価性引当額 △21,339 △18,032

合計 ― ―

繰延税金負債 ― ―

繰延税金資産の純額 ― ―

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税金等調整前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

　
３．法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律および東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月

２日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算(ただし、平成24

年４月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.7％から、回収又

は支払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１

日以降のものについては35.6％にそれぞれ変更されております。この税率変更による影響はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都、千葉県および福島県において、賃貸宿泊施設、賃貸商業施設および賃貸保育所施設を所

有しております。これらの賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は以下のとおりであ

ります。

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

用途

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額(△は減少)

当連結会計年度末
残高

賃貸商業施設 1,554 △42 1,512 1,210

賃貸宿泊施設 1,030 △24 1,005 1,090

賃貸保育所施設 ― 77 77 77

合計 2,585 10 2,595 2,377

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

(単位：百万円)

用途

連結貸借対照表計上額
当連結会計年度末

の時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額(△は減少)

当連結会計年度末
残高

賃貸商業施設 1,512 △42 1,470 1,125

賃貸宿泊施設 1,005 △19 986 948

賃貸保育所施設 77 △4 73 87

合計 2,595 △65 2,529 2,161

(注) １  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２  当期増減額のうち、減少額は減価償却費の計上であります。

３  当連結会計年度末の時価は、以下のように算定しております。

賃貸商業施設および賃貸宿泊施設は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価書等を基準に、公示価格や近隣の

商業環境等の情勢を勘案した金額を使用しております。

賃貸保育所施設の当連結会計年度末の時価は、建物帳簿価格および直近の土地売買事例の価格の合計額を

記載しております。
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また、賃貸等不動産に関する損益は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

(単位：百万円)

用途

連結損益計算書における金額

営業収益 営業原価 営業利益又は営業損失

賃貸商業施設 132 55 76

賃貸宿泊施設 104 45 58

賃貸保育所施設 ― 0 △0

合計 236 101 135

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

(単位：百万円)

用途

連結損益計算書における金額

営業収益 営業原価 営業利益又は営業損失

賃貸商業施設 133 51 82

賃貸宿泊施設 104 40 64

賃貸保育所施設 1 4 △3

合計 239 96 143
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、不動産事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　

【関連情報】

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱テンガイ 132不動産事業

グッドコミュニケーション㈱ 104不動産事業
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当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービス区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

　

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱テンガイ 133不動産事業

グッドコミュニケーション㈱ 104不動産事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　親会社及び法人主要株主等

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の

被所有割合

(％)

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

主要株主
ウッドヘヴン
ドライブツー
エルエルシー

アメリカ
合衆国

デラウェア州
- 投資運用業

被所有
直接
29.65％

自己株式
の取得

自己株式
の取得

87 - -

　取引条件および取引条件の決定方針等

（注）自己株式の取得はウッドヘヴンドライブツーエルエルシーからのＡ種優先株式の取得請求に基づ

く取得であります。

　
(開示対象特別目的会社関係)

当社は、不動産事業の一環として、特別目的会社(特例有限会社の形態によっております。)を利用し、不動

産の流動化及び開発並びに当該特別目的会社への出資(匿名組合出資)を実施しております。特別目的会社

は、不動産の賃貸事業及び開発を行い、当社からの出資のほか、他の投資家からの匿名組合出資及び各金融

機関からのノンリコースローンによる資金調達を行っております。当社は、拠出した出資金については、将

来における損失が見込まれる場合には評価損を計上しており、将来における新たな損失負担の可能性はな

いと判断しております。なお、損失が生じた場合の当社の負担は、出資金の額に限定されます。

取引残高のある開示対象特別目的会社は１社ありますが、金額的重要性がないと判断されるため、内容の

記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

 
１株当たり純資産額　　　　　　　　△178.04円
 

１株当たり純資産額　　　　　　　　△160.17円

 
１株当たり当期純損失金額（△）　　 △17.79円
 

１株当たり当期純損失金額（△）　　 △11.36円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。
 

（注）１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 3,494 3,362

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 11,870 10,897

(うち優先株式の払込金額) (10,000) (9,913)

(うち優先株式配当金) (1,870) (984)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) △8,376 △7,535

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(株)

47,046,505 47,046,505

２.１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当期純損失(△)(百万円) △342 △44

普通株主に帰属しない金額(百万円) 495 489

(うち優先株式配当金) (495) (489)

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △837 △534

期中平均株式数(株) 47,046,505 47,046,505

　 　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

平成19年８月10日発行
Ａ種優先株式
(20,000,000株)

平成19年８月10日発行
Ａ種優先株式
(19,826,000株)

３.当社は平成23年５月18日付で株式10株につき１株の株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失金

額を算定しております。
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（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年6月

30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号　平成23

年3月25日）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9号　平成22年6

月30日）を適用しております。

平成23年5月18日に株式併合を行ないましたが、前連結会計年度の期首に当該株式併合が行なわれたと

仮定し、１株当たり純資産額および１株当たり当期純損失金額を算定しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前連結会計年度の１株当たり純資産額および１株当た

り当期純損失金額は以下のとおりであります。

1株当たり純資産額　　　　　　　　　　△17.80円

1株当たり当期純損失金額（△）　　 　　△1.78円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱ＲＩＳＥ
第１回無担保変動
利付社債

平成18年
３月23日

90
(90)

―
( ― )

６ヶ月円
TIBOR＋0.15％

あり
平成24年
３月23日

合計 ― ―
90
(90)

―
( ― )

― ― ―

(注) １  (  )内書は、１年以内の償還予定額であります。
　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

１年以内に返済予定の長期借入金 10 5 2.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5 ― ― ―

合計 16 5 ― ―

(注) １  平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。
　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当該連結会計年度

期首および当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を

省略しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 101 187 286 374

税金等調整前四半期（当期）
純損失金額(△)（百万円）

△39 △35 △46 △43

四半期（当期）純損失金額
(△)(百万円)

△39 △35 △47 △44

１株当たり四半期（当期）純
損失金額(△)(円)

△3.45 △5.98 △8.86 △11.36

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純損失
金額(△)(円)

△3.45 △2.53 △2.88 △2.50
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２【財務諸表等】
　（１）【財務諸表】
　　①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 706 501

販売用不動産 544 461

原材料及び貯蔵品 0 0

営業出資金 165 165

前払費用 3 1

未収還付消費税等 30 106

未収入金 11 7

その他 0 0

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 1,461 1,243

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 1,387 1,389

減価償却累計額 △212 △279

建物（純額） 1,175 1,110

構築物 2 2

減価償却累計額 △0 △0

構築物（純額） 2 2

車両運搬具 0 0

減価償却累計額 △0 △0

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 9 9

減価償却累計額 △9 △9

工具、器具及び備品（純額） 0 0

土地 ※1
 1,418 1,418

有形固定資産合計 2,596 2,531

無形固定資産

電話加入権 0 －

ソフトウエア 0 0

無形固定資産合計 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 6 6

関係会社株式 120 120

出資金 17 17

長期貸付金 462 333

長期前払費用 1 0

敷金 4 14

長期未収入金 234 198

長期未収消費税等 200 87

その他 0 0

貸倒引当金 △675 △510

投資その他の資産合計 372 268

固定資産合計 2,969 2,800

資産合計 4,430 4,044
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 1 2

短期借入金 38 －

1年内償還予定の社債 ※1
 90 －

1年内返済予定の長期借入金 10 5

未払金 36 18

未払費用 5 5

未払法人税等 10 9

前受金 0 0

前受収益 9 9

預り金 11 2

補償損失引当金 145 103

修繕引当金 17 17

災害損失引当金 14 －

流動負債合計 391 175

固定負債

長期借入金 5 －

受入敷金保証金 533 501

退職給付引当金 3 1

固定負債合計 542 502

負債合計 934 677

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金

その他資本剰余金 2,381 2,294

資本剰余金合計 2,381 2,294

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △284 △327

利益剰余金合計 △284 △327

自己株式 △600 △600

株主資本合計 3,496 3,366

純資産合計 3,496 3,366

負債純資産合計 4,430 4,044
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

売上高 558 374

売上原価 307 178

売上総利益 250 195

販売費及び一般管理費 ※1
 353

※1
 290

営業損失（△） △103 △95

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

貸倒引当金戻入額 － 43

受取手数料 ※2
 0

※2
 0

償却債権取立益 0 0

施設管理収入 4 7

その他 2 2

営業外収益合計 9 55

営業外費用

支払利息 3 0

その他 0 0

営業外費用合計 3 1

経常損失（△） △97 △41

特別利益

貸倒引当金戻入額 10 －

特別利益合計 10 －

特別損失

固定資産除却損 － ※3
 0

債権償却損 30 －

貸倒引当金繰入額 12 －

投資有価証券評価損 5 －

補償損失引当金繰入額 150 －

修繕引当金繰入額 17 －

災害損失引当金繰入額 14 －

訴訟解決金 21 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 0 －

特別損失合計 251 0

税引前当期純損失（△） △338 △41

法人税、住民税及び事業税 1 1

法人税等合計 1 1

当期純損失（△） △340 △43
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【売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

１．土地 　 205 66.9 82 46.3

２．減価償却費 　 67 21.9 67 37.7

３．その他経費 　 34 11.2 28 16.0

合計 　 307 100.0 178 100.0

(注)  原価計算の方法は個別原価計算によっており、各要素別に実際原価により計算しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

その他資本剰余金

当期首残高 2,381 2,381

自己株式の消却 － △87

当期変動額合計 － △87

当期末残高 2,381 2,294

資本剰余金合計

当期首残高 2,381 2,381

自己株式の消却 － △87

当期変動額合計 － △87

当期末残高 2,381 2,294

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 56 △284

当期変動額

当期純損失（△） △340 △43

当期変動額合計 △340 △43

当期末残高 △284 △327

利益剰余金合計

当期首残高 56 △284

当期変動額

当期純損失（△） △340 △43

当期変動額合計 △340 △43

当期末残高 △284 △327

自己株式

当期首残高 △600 △600

当期変動額

自己株式の取得 － △87

自己株式の消却 － 87

当期変動額合計 － △0

当期末残高 △600 △600
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
 至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
 至 平成24年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 3,836 3,496

当期変動額

当期純損失（△） △340 △43

自己株式の取得 － △87

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △340 △130

当期末残高 3,496 3,366

純資産合計

当期首残高 3,836 3,496

当期変動額

当期純損失（△） △340 △43

自己株式の取得 － △87

当期変動額合計 △340 △130

当期末残高 3,496 3,366
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は部分純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

但し匿名組合出資金等は個別法によっており、組合決算等に応じて持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

　

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1)販売用不動産      個別法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定)

(2)原材料及び貯蔵品  先入先出法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定)

　

３．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く。)は定額法

なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物                12～25年

構築物              10～15年

車両運搬具              ２年

工具、器具及び備品  ２～15年

(2)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を利用し

ております。

(3)長期前払費用

定額法
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４．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)補償損失引当金

事業に係る将来の瑕疵担保に備えるため、当事業年度末における損失見込額を計上しております。

(3)修繕引当金

賃貸用施設の修繕に備えて、当事業年度末における修繕見積額を計上しております。

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しており

ます。

　

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。控除対象外消費税等は、当事業年度の

費用として処理しております。
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【会計方針の変更】

（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年6月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号　平成23年3

月25日）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9号　平成22年6月

30日）を適用しております。

当事業年度において株式併合を行ないましたが、前事業年度の期首に当該株式併合が行なわれたと仮

定し、１株当たり純資産額、および１株当たり当期純損失金額を算定しております。

なお、これによる影響については、「１株当たり情報」に記載しております。

　

【会計上の見積りの変更】

当事業年度において、一部の貸倒懸念債権等の特定の債権（以下「特定債権」と言います。）について

順調な回収実績を評価し、この特定債権について債務者区分と対応する貸倒引当率の見直しを行なった

結果、特定債権に係る貸倒引当金戻入額18百万円を計上しております。

これにより、当事業年度の経常損失および税引前当期純損失はそれぞれ18百万円減少しております。

　

【追加情報】

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）および「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用してお

ります。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１  担保差入資産ならびに担保付債務は次のとおりであります。

(イ)担保差入資産

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

建物 634百万円 ―百万円

土地 878 ―

計 1,512 ―

　

(ロ)担保付債務

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

１年内償還予定の社債 90百万円 ―百万円

計 90 ―

　

(損益計算書関係)

※１  販売費に属する費用のおおよその割合は７％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は93％であ

ります。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

役員報酬 58百万円 40百万円

給料手当 68 73

退職給付費用 1 0

租税公課 29 24

外注作業費 59 56

支払手数料 55 34

　

※２  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

関係会社よりの受取手数料 0百万円 0百万円

　

※３  固定資産除却損の内容は、建物に係る附属設備であります。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

自己株式に関する事項

　
当事業年度期首

 
増　加
 

減　少
 

当事業年度末
 

普通株式（株） 968,765 ― ― 968,765

合計（株） 968,765 ― ― 968,765

　

当事業年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

自己株式に関する事項

　
当事業年度期首

 
増　加
 

減　少
 

当事業年度末
 

普通株式（株） 968,765 15.5 871,888.5 96,892

Ａ種優先株式（株） ― 1,740,000 1,740,000 ―

合計（株） 968,765 1,740,015.52,611,888.5 96,892

（変動事由の概要）

自己株式

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

端株の取得による増加         　15.5株

普通株式の減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

株式の併合による減少　　　871,888.5株

Ａ種優先株式の増加数の主な内訳は次のとおりであります。

株式の取得による増加　　1,740,000株

Ａ種優先株式の減少数の主な内訳は次のとおりであります。

株式の消却による減少　　1,740,000株

なお、当社は平成23年４月28日付で当社の優先株主であるウッドヘヴンドライブツーエルエルシーよ

り、Ａ種優先株式87百万円（１株50円、1,740,000株）につき定款第15条の規定に基づく株式取得請求権

の行使があり、同日開催の当社取締役会決議により同Ａ種優先株式の買取りおよび消却を行ないました。

また、当社は平成23年５月18日付けをもって、普通株式およびＡ種優先株式、それぞれ10株につき１株

の割合で併合致しました。
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(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

子会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

　 　 (単位：百万円)

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

子会社株式 120 120

計 120 120

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。
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(税効果会計関係)

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

繰越欠損金 15,658百万円 15,081百万円

債権償却損 4,406 1,930

貸倒引当金 274 183

たな卸資産評価損 300 249

土地建物評価損 128 112

減価償却限度超過額 189 167

有価証券評価損 292 255

補償損失引当金 59 36

その他 27 13

小計 21,337 18,030

評価性引当額 △21,337 △18,030

合計 ― ―

繰延税金負債 ― ―

繰延税金資産の純額 ― ―

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため記載を省略しております。

　

３．法定実効税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律および東日

本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月

２日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４

月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.7％から、回収又は支払が

見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降の

ものについては35.6％にそれぞれ変更されております。この税率変更による影響はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

重要性が乏しいため記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

 
１株当たり純資産額　　　　　　　　△177.99円
 

１株当たり純資産額　　　　　　　　△160.09円

 
１株当たり当期純損失金額（△）　　 △17.75円
 

１株当たり当期純損失金額（△）　　 △11.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。
 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。
 

（注）１.１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 3,496 3,366

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 11,870 10,897

(うち優先株式の払込金額) (10,000) (9,913)

(うち普通株主に関連しない配当金) (1,870) (984)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) △8,373 △7,531

１株当たりの純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数(株)

47,046,505 47,046,505

２.１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当期純損失(△)(百万円) △340 △43

普通株主に帰属しない金額(百万円) 495 489

(うち優先株配当金) (495) (489)

普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △835 △532

期中平均株式数(株) 47,046,505 47,046,505

　 　 　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式の概要

平成19年８月10日発行
Ａ種優先株式
(20,000,000株)

平成19年８月10日発行
Ａ種優先株式
(19,826,000株)

３.当社は平成23年５月18日付で株式10株につき１株の株式併合を行っております。前事業年度の期首に当該株

式併合が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失金額を算定しております。
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（会計方針の変更）

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号　平成22年6月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号　平成23年3

月25日）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9号　平成22年6月

30日）を適用しております。

平成23年5月18日に株式併合を行ないましたが、前事業年度の期首に当該株式併合が行なわれたと仮定

し、１株当たり純資産額および１株当たり当期純損失金額を算定しております。

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の１株当たり純資産額および１株当たり当

期純損失金額は以下のとおりであります。

1株当たり純資産額　　　　　　　　　　△17.80円

1株当たり当期純損失金額（△）　　 　　△1.78円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

投資有価証券
その他
有価証券

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

テクノロジーシードインキュベー
ション㈱

200 5

住宅産業信用保証㈱ 120 1

その他(３銘柄) 5,140 0

計 5,460 6

　

【その他】

　

営業出資金
その他
有価証券

種類及び銘柄 投資口数(口)
貸借対照表計上額
(百万円)

共同事業出資金 1 165

匿名組合出資金 1 0

  小計 2 165

出資金
その他
有価証券

プロフィット一般社団法人 1 12

第一勧業信用組合 10,010 5

東京都不動産協同組合 1 0

  小計 10,012 17

　 計 10,014 182
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 1,387 3 1 1,389 279 67 1,110

構築物 2 0 ― 2 0 0 2

車両運搬具 0 ― ― 0 0 0 0

工具、器具及び備品 9 ― ― 9 9 ― 0

土地 1,418 ― ― 1,418 ― ―- 1,418

有形固定資産計 2,819 3 1 2,821 290 67 2,531

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

電話加入権 0 ― 0 ― ― ― ―

ソフトウエア 3 ― ― 3 3 ― 0

無形固定資産計 3 ― 0 3 3 ― 0

長期前払費用 5 ― 1 3 2 1 0

(注) 当期増加額および減少額の主なものは次のとおりであります。

　　 建物の増加額は、本店事務所および府中市賃貸用建物に係る建物附属設備の取得によるものです。減少額は、本店

事務所に係る建物附属設備の除却によるものです。

　

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 675 0 121 43 510

補償損失引当金 145 ― 42 ― 103

修繕引当金 17 ― ― ― 17

災害損失引当金 14 ― 14 0 ―

(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」は、長期債権の回収等による戻入額であります。

      災害損失引当金の当期減少額「その他」は、工事確定による差額の戻入額であります。
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(2)【主な資産及び負債の内容】

①  資産の部

イ．現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類 　

  普通預金 500

  別段預金 0

小計 501

合計 501

　

ロ．販売用不動産

　

区分 金額(百万円)

左のうち土地

金額(百万円) 面積(㎡)

ガーデンシティ郡山四季の丘 461 461 25,438.46

合計 461 461 25,438.46

　

ハ．原材料及び貯蔵品

　

区分 金額(百万円)

収入印紙 0

合計 0

　

ニ．長期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

㈱インターネットジャパン 260

東  英一 70

その他 3

合計 333
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②  負債の部

イ．買掛金

　

相手先 金額(百万円)

㈱クリンテクノ 1

㈱ビルネット 0

合計 2

　

ロ．受入敷金保証金

　

区分 金額(百万円)

建築協力金 464

保証金 26

敷金 10

合計 501

　

(3)【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日及び３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

  取扱場所
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  証券代行部

  株主名簿管理人
(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 ―――――

  買取・買増手数料 株式の売買の委託にかかる手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行う。但し、事故その他やむを得ない事由により、電子公告によること
が出来ない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。
公告掲載ＵＲＬ  http://www.rise-i.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)  当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、剰余金の配当を受ける権利、

会社法第166条第１項の規定による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集

新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間において、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書およびその添付書類ならびに確認書

事業年度(第65期)(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

平成23年６月27日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書およびその添付書類

平成23年６月27日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書および確認書

第66期第１四半期(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

平成23年８月15日関東財務局長に提出

第66期第２四半期(自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日)

平成23年11月14日関東財務局長に提出

第66期第３四半期(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

平成24年２月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

    平成23年６月30日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株

主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書

　
　　平成24年３月16日関東財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号(主要株

主の異動)の規定に基づく臨時報告書
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月29日

株式会社ＲＩＳＥ

取締役会  御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　　中　　大　　丸    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    若　　尾　　典 　 邦　  ㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ＲＩＳＥの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ＲＩＳＥ及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。
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強調事項

会計上の見積りの変更に記載されている通り、会社は、一部の貸倒懸念債権等の特定の債権について貸倒引

当率の見直しを行っている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ＲＩＳＥ

の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社ＲＩＳＥが平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示

した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価

の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月29日

株式会社ＲＩＳＥ

取締役会  御中

アスカ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    田　　中　　大　　丸    ㊞

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    若　　尾　　典　　邦    ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている株式会社ＲＩＳＥの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第66期事業年度の財務諸
表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表
について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社ＲＩＳＥの平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
強調事項
会計上の見積りの変更に記載されている通り、会社は、一部の貸倒懸念債権等の特定の債権について貸倒引

当率の見直しを行っている。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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